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研究要旨 
 我が国の死亡動向を人口学的に分析するに当たっては、長期的な死因別死
亡に関する測定を行うことが必須である。このためには、長期連続的に観察
可能な死因系列の構築が必要となるが、我が国の死因統計は ICD の改定に
伴って連続性が保たれないことがあり、長期的死因分析に適した死因系列を
作成することが求められる。 
そこで、本研究では、我が国の長期連続的に観察可能な死因系列の構築に

用いるための死因分類の提案に関する検討を行う観点から基礎的な検討を
行った。死因分析に利用可能な死因分類の現状と、長期死因系列の構築に関
して行われた人口学的な先行研究に関するレビューを通じて、我が国の長期
的死因分析に適した死因分類としては、現在の死因簡単分類程度の粒度を有
するとともに、HCD との一定程度の整合性を保ちつつ、ICD9 以前の年次
についても連続的に観察できるように設定することが望ましいと考えられ
ることが明らかとなった。 
今後の課題として、ICD-10 を対象とした JMD 死因分類と新たな HCD の

intermediate list、long list を参考としつつ、現在の死因簡単分類程度の粒度
を有し、かつ、ICD9 以前の年次についても連続的に観察できる死因分類設
定に関する具体的検討が必要であると考えられる。また、その際、ICD-11
との整合性を考慮することや、既存の分類との関係、さらに、過去の分類設
定について、現在の観点から見た長期死因分類として適切な設定が可能かど
うかに関する検討も必要である。 

 
Ａ．研究目的 
 我が国の死亡動向を人口学的に分析する
に当たっては、長期的な死因別死亡に関す
る測定を行うことが必須である。このため
には、長期連続的に観察可能な死因系列の
構築が必要となるが、我が国の死因統計は
ICD の改定に伴って連続性が保たれない
ことがあり、長期的死因分析に適した死因

系列を作成することが求められる。人口動
態統計では、長期死因観察が可能な死因分
類として、死因年次推移分類(HI 分類)によ
る死因系列が提供されているが、これは 16
種類のみの死因から成る大まかな死因分類
であり、長期的な観察は可能であるものの、
詳細な死因動向の分析には必ずしも適して
いないという問題が存在している。 
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 本研究は、このような問題を踏まえ、我
が国の長期的死因分析に適した死因分類
の提案に向けた基礎的な研究を行うこと
を目的とするものである。 

 
Ｂ．研究方法 
本研究では、我が国の長期連続的に観察

可能な死因系列の構築に用いるための死因
分類の提案に関する検討を行う観点から、
まず、死因分析に利用可能な死因分類の現
状と、長期死因系列の構築に関して行われ
た人口学的な先行研究に関するレビューを
行う。また、これを通じて、これまでに行
われてきた長期死因系列構築に当たっての
問題点を明らかにするとともに、我が国の
長期的かつ連続的な観察に適した死因分類
の構築に当たっての課題をまとめることと
する。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究においては、倫理面への配慮は必

要としていない。 
 
Ｃ．研究結果 
死因分析に利用可能な我が国の死因分類

の現状について見ると、現在、日本の人口
動態統計で用いられる死因分類としては、
最も詳細な ICD の基本分類のほか、約 100
種類の分類から成る死因簡単分類、16 種類
から成る死因年次推移分類 (HI 分類)が存
在している。ここで、死因簡単分類は、約
100 種類の分類から成っていることから一
定程度の死因分析が可能な分類となってい
るが、基本分類との対照表が ICD9,10 のみ
しか存在しておらず、長期の分析には適し
ていない。一方、死因年次推移分類は ICD1
〜10 の基本分類との対照表が示されてい
ることから、長期的死因動向を把握するた

めに有用であるが、分類数が 16 と極めて
限られており、大まかな死因の長期動向を
分析することへの利用は可能であるものの、
詳細な死因の分析への利用は難しいものと
なっている。 
一方、長期死因系列の構築に関して行わ

れた人口学的な国際的プロジェクトとして、
最も重要なものの一つが 2016 年に開始さ
れ た Human Cause-of Death 
Database(HCD)プロジェクトである。これ
は、ICD の改定に伴って連続性が失われ、
長期の時系列分析をする際困難が生じる死
因データを、同一の系列で時系列観察がで
きるようなデータベースを ICD-10 分類で
再構築し、提供するプロジェクトである。
このプロジェクトは、元々は、フランスの
死因データを用い、INED の Vallin and 
Meslé(1988)が開発した reconstruction と
いう方法論に基づいて行われている。その
後 、 旧 ソ 連 や 東 欧 な ど の 国 で
reconstruction の手法を用いた研究が行わ
れるようになり、さらに対象国を増やし、
MODICOD, DIMOCHA というプロジェ
クトが立ち上がった。我が国では国立社会
保障・人口問題研究所がこれら両プロジェ
クトに参加し、日本の長期死因系列の構築
に関する研究を行った(大津他 2018, 大津 
2022)。その後、HCD はこれらのプロジェ
クトの成果を引き継ぐ形で、 INED と 
MPIDR が共同運営主体となり、欧米と日
本を中心とした各国の研究者の協力によっ
て実施されてきた。 
しかしながら、これとは別に、国際的な

死亡データベースの構築を行っている研究
プロジェクトである Human Mortality 
Database(HMD)は、2010 年 6 月に開催さ
れた第 3 回 HMD シンポジウムにおいて
(石井 2010)、HMD の設計理念に従って基
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本的に修正などを行わない生データに基づ
き、100 を超えない程度に分けられた新た
な死因分類の下で、年齢(階級)別死因別死
亡数やその割合などをHMDにおいて提供
することを提案(Barbieri and Boe 2010)し、
独自の死因分類に基づいたデータ提供の検
討を進めてきた。我が国のデータについて
は、国立社会保障・人口問題研究所の日本
版死亡データベース(JMD)プロジェクト
が、この死因分類に基づくデータ作成の検
討などに関する研究協力を行ってきた (石
井 2018)。しかしながら、HCD の進展によ
って、HMD での死因系列提供は HCD プ
ロジェクトの系列と統合されることとなり、
2024年 4月にHCDは正式にHMDの一部
として統合された。 

 
Ｄ．考察 
死因分析に利用可能な我が国の死因分類

の現状から見ると、一定程度の死因分析を
可能とするためには、約 100 種類の分類か
ら成る死因簡単分類が適しているといえる。
また、HCD では、従来、16 分類からなる
short listと、103分類からなる intermediate 
list の２種類の分類を提案していたが、
2024 年 4 月に HMD に統合された際に、
16 分類からなる short list、 56 分類からな
る intermediate list、206 分類から成る long 
list、3 桁分類を網羅した full list の 4 分類
に再編成がされた。しかしながら、先述の
通り、HMD で当初検討されていた独自の
死因分類が 100を超えない程度とされてい
たことや旧 intermediate list が 103 分類で
あったこと、また、新しい HCD の
intermediate list、long list が 100 の約 2 分
の 1 と 2 倍に相当していることから、我が
国における死因簡単分類程度の分類数はそ
の中間に位置し、一つの分類で利用するも

のとしては適当な分類数であると考えるこ
とができよう。 
一方で、死因の国際比較の観点からは、

HCD と整合的な分類が好ましいと考えら
れることから、JMD では死因簡単分類と
HCDの旧 intermediate listとの整合性の観
点から分類を設定した。両者は、同一の分
類となっている部分もあるものの、一方が
より細かい分類になっている部分などの異
なる部分も存在することから、両者のどち
らの分類をも構成可能なレベルまで分類を
細分化し、これを JMD 死因分類(JMDC)
として提案して年齢調整死亡率を提供する
こととしている(石井 2022)。ただし、HCD
の旧 intermediate listは ICD10でしか対照
表が示されていないことから、まず ICD10
における死因簡単分類と HCD の旧
intermediate list に基づく細分類を用いて
JMD 死因分類が策定されている。しかしな
がら、細分類を用いたことによって、JMD
死因分類の分類数は 162(再掲の震災を含
めると 163)にまで増加することとなった。 
また、HCD では、ICD-10 Chapter XVIII

「症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査
所 見 で 他 に 分 類 さ れ な い も の 」
(R0-R99)(以下，「分類不能」と略す)につ
いては， 「R95 乳幼児突然死症候群」以
外は intermediate list の 103個の死因分類
から外し，別に  "Ill-defined categories 
extra to the Intermediate List"というリス
トに分類している。また、 Senility(老
衰,R54)が分類番号 104， Other ill-defined 
and unspecified causes of death(その他の
分類不能,R0-R53,R5-R94,R96)が分類番号
105， Unknown cause (不明,R98,R9)が分
類番号 106 とされ、これらについては分類
不能以外の死因に按分して死因別死亡を算
出している。しかしながら、我が国では近
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年、超高齢層の死亡数が増加しており、さ
らにその死因としての老衰が増加している。
このような状況下においては、分類不能と
されている死亡の性質が、それ以外の死亡
とは大きく異なることが考えられ、これを
一律に按分することは必ずしも妥当ではな
いと考えられることから、JMD では按分は
行わず、Senility を JMDC143、それ以外を
JMDC145としてまとめて計上(144は R95
乳幼児突然死症候群)しており、HCD を比
較対象として利用する際には注意が必要な
点も存在している。 
以上を踏まえれば、我が国の長期的死因

分析に適した死因分類としては、現在の死
因簡単分類程度の粒度を有するとともに、
HCD との一定程度の整合性を保ちつつ、
ICD9 以前の年次についても連続的に観察
できるように設定することが望ましいと考
えられる。 

 
Ｅ．結論 
本研究では、我が国の長期連続的に観察

可能な死因系列の構築に用いるための死因
分類の提案に関する検討を行う観点から基
礎的な検討を行った。死因分析に利用可能
な死因分類の現状と、長期死因系列の構築
に関して行われた人口学的な先行研究に関
するレビューを通じて、我が国の長期的死
因分析に適した死因分類としては、現在の
死因簡単分類程度の粒度を有するとともに、
HCD との一定程度の整合性を保ちつつ、
ICD9 以前の年次についても連続的に観察
できるように設定することが望ましいと考
えられることが明らかとなった。 
今後の課題として、ICD-10 を対象とし

た JMD 死因分類と新たな HCD の
intermediate list、long list を参考としつつ、
現在の死因簡単分類程度の粒度を有し、か

つ、ICD9 以前の年次についても連続的に
観察できる死因分類設定に関する具体的検
討が必要であると考えられる。また、その
際、ICD-11 との整合性を考慮することや、
既存の分類との関係、さらに、過去の分類
設定について、現在の観点から見た長期死
因分類として適切な設定が可能かどうかに
関する検討も必要である。 

 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
なし 

 
２．学会発表 
なし 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む。） 

 1. 特許取得 
 なし 

 
 2. 実用新案登録 

 なし 
 
 3.その他 

 なし 
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